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N a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r  E d u c a t i o n a l  P o l i c y  R e s e a r c h  N E W S

　平成 21 年 2 月に刊行した標記報告書
について紹介する。本書は、第 2 回 IEA
国 際 情 報 教 育 調 査（SITES：Second 
Information Technology in Education 
Study）2006 において、学校教育におけ
る ICT の活用についての国際比較の成
果を、我が国において広く普及するため
に、英文報告書 “Nancy Law、Willem J. 
Pelgrum、Tjeerd Plomp（Ed.）（2008）：
Pedagogy and ICT Use in Schools 
around the World：Findings from the 
IEA SITES 2006 Study" を翻訳したも
のである。

1.SITES 2006 について

　SITES 2006 は、国際教育到達度評価
学会（IEA：International Association 
for the Evaluation of Educational 
Achievement）が 1980 年代〜 1990 年
代初めに実施した「コンピュータと教
育国際調査（第 1 回 IEA 国際情報教育
調査）」のフォローアップとして、学校
教育におけるコンピュータ等の情報技
術の活用の実態を明らかにすることを
目的に、1997 年から研究がスタートし
た。コンピュータ並びに情報通信機器や
インターネットなどの情報コミュニケー
ション技術（ICT）が、学校においてど
のように活用され、授業やカリキュラム
にどのような革新をもたらしているかに

ついて、学校調査・事例研究・質問紙調
査など多面的な方法を駆使して、広範囲
な研究を行うものである。SITES 2006
は、先のモジュール 1（1997 〜 1999 年）、
モジュール 2（1999 〜 2002 年）に続い
て実施された国際調査で、SITES のモ
ジュール 3 の調査にあたる。
　SITES 2006 の主な目的は、ICT を利
用する革新的な教育実践にどの程度の教
師が携わっているか、そしてこの教育実
践の特徴について、様々な要因との関連
を調べることである。

2. 調査参加国と調査の方法

　SITES2006 には、日本を含む 22 の国・
地域（図 1 参照）が参加した。日本では、
2005 年の予備調査（約 50 の中学校）を
経て、2006 年に無作為抽出した 400 校
の中学校に、学校質問紙、教師質問紙、

コンピュータ技術質問紙を送付し、313
校（校長 313 名、理科と数学の教師 753
名、ICT 担当教師 320 名）から回答を
得ることができた。

3.ICT を利用した教師

　図 1は、すべての参加国・地域にお
いて、数学及び理科の教師が中学校第 2
学年で、ICT を利用したと回答した割
合を示す。この図から、参加国・地域間
で非常に大きな差があることがわかる。
80% 以上という非常に高い ICT の利用
率であったのは、ノルウェーの数学教師
と、シンガポールと香港の理科教師で
あった。日本は、数学教師が 23%、理
科教師が 44% で、国際的に低い値であっ
た。
　全体的に、理科教師の方が数学教師
よりも ICT の利用率が高いことは明ら
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図 1　ICT を利用していると回答した数学教師・理科教員教師の割合
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かであるが、参加国・地域全体を通じ
て 10% 台から 80% 以上まで大きな開き
がある要因については、複雑な背景があ
ると考えられる。例えば、南アフリカの
低利用率の要因は、ICT のインフラ（学
校で保有するコンピュータの台数、イン
ターネット接続率等）の低さと関連があ
ると推察できるが、日本は ICT のイン
フラが良いにもかかわらず低利用率（数
学教師）である。したがって、ICT の
インフラが教師の利用率に影響している
要因であるとは一概に言えない。

4. 生徒用コンピュータの台数

　図2は、生徒が使用できるコンピュー
タ台数について、学校毎にその台数に対
する生徒数を求め、国・地域全体におけ
る比率を帯グラフで示したものである。
日本は、5（人 / 台）未満の学校が全体
の約 35% で、10（人 / 台）未満の学校は
約 70%、20（人 / 台）未満の学校はほぼ
100% に近い。
　5（人 / 台）未満の比率に注目すると、
日本は、参加国・地域の中で、ノルウェー、
アルバータ（カナダ）、香港に次いで 4 番
目に好ましい生徒 - コンピュータ比率と
いえる。一方、5（人 / 台）未満の比率が
極めて低い国・地域は、チリ、リトアニ
ア等、数か国存在することから、生徒が
使用できるコンピュータの台数について、
国際的な格差があることを示している。

5. 教師の ICT 能力

　図3は、数学・理科教師の自己報告に
基づく技術的及び教育的 ICT 能力の国際
比較である。技術的 ICT 能力とは、ワー
プロ、電子メール、デジタル写真、表計
算ソフト等の操作や処理ができる能力で
ある。教育的 ICT 能力とは、例えば、イ
ンターネットから有益な教材を見つける、
インターネットで生徒の学習を支援する、
ICT を使って効果的なプレゼンテーショ
ンを行う、ICT を使って他者との協同作
業を行うことができる能力である。

　日本は、数学教師・理科教師のどちら
も、技術的 ICT 能力は「できる」（少し
できるとよくできるの中間）で、教育的
ICT 能力は「どちらともいえない」（あ
まりできないと少しできるの中間）とい
う値である。興味深いのは、日本は、技

術的 ICT 能力と教育的 ICT 能力の差が、
参加国・地域の中で一番大きかった。日
本は、技術的 ICT 能力は高い方だが、
この能力の高さと比べて、教育的 ICT
能力は低いということを示している。

（研究企画開発部総括研究官／坂谷内勝）

図 2　生徒−コンピュータ比率

図 3　数学・理科教師の技術的及び教育的 ICT 能力




